文書処理規程
第１章　　総　　　　　　　則
（目　　　的）
第１条　文書の取扱いについては、別に定めるもののほか、この規程によるものとする。
（文書の取扱い）
第２条　文書の取扱いは、常に迅速と正確を期することを旨とし、その責任の所在を明らかにしなければならない。
第２章　　文書の接受及び配布
（文書の接受及び発送の番号）
第３条　文書の接受及び発送の番号は、毎年更新するものとし、その年を表示する数字を冠するものとする。
（接受文書の取扱い）
第４条　到達文書は、これを文書係が開封し、別に定める受付簿に所要事項を記載し、総務課長の点検を経て、各課の担当者に配布し、受領印を受けるものとする。ただし、親展文書その他開封が不適当と認められるものは封皮に日付印を押捺して、封緘のまま名宛人に配布するものとする。
２　機密に属する文書は、事務局長の指示により主務課長がこれを処理し、かつ、保管の責を負わなければならない。
第３章　　文　書　の　決　裁
（文書の回議又は回覧）
第５条　配布を受けた文書は、速やかに処理案を記し、回議又は回覧の手続きをとるものとする。
（文書の決裁の区分）
第６条　文書の決裁は、つぎの区分により決裁を受けるものとする。
  (1) 理事長の決裁を要するもの
  (2) 専務理事限りの決裁に属するもの
  (3) 事務局長の処理し得る軽微なもの
（文書の表示の種類）
第７条　急を要する文書は「至急」、機密に属するものは「秘」を、それぞれ文書の見易いところに標示するものとする。
第４章　　文　書　の　発　送
（文書の発送の手続）
第８条　決裁済の発議文書は、文書係において浄書し、校合ののち、発議文書と割印し、　所定の所定の印章を押捺し、総務課長の検閲をうけて速やかに発送するものとする。
２　前項の文書の発送を終った発議文書は、別に定める文書発送簿に所要事項を記載し、担当者に回付して受領印を受けるものとする。
３　文書を主務課で浄書、校合する必要がある場合においても、その発送については総務課を経由するものとする。
（電話又は口頭による文書の取扱い）
第９条　重要な事項につき、電話又は口頭で照会、回答又は報告があったときは、その要旨を摘記して、一般文書に準じて処理するものとする。
第５章　　文書の整理及び保存
（完結文書の取扱い）
第１０条　完結した文書は、主務課において関係ある文書ごとに分類し、完結の順によりこれを編綴保管するものとする。
２　前項の保管文書は、主務課において毎年末に第１１条各号に掲げる保存分類により整理し、目録を付けて総務課文書係に移管するものとする。
（文書の保存年数）
第１１条　文書の保存年限は、次の５種とする。
　第１類　　永久保存
  第２類　　１０年保存
  第３類    ５年保存
  第４類    ３年保存
  第５類    １年保存
（文書の保存年限の算定）
第１２条　文書の保存期間は、決裁書類については、その決裁の日、調査資料、報告書、統計表の類は、その作成の日、帳簿については、閉鎖の日の属する年の翌年から起算する。
（文書の保存年限の区分）
第１３条　文書の保存年限は、別表の通りとする。
（保存期限、経過文書の処理）
第１４条　保存期間を経過した文書については、総務課長は主務課長と合議してこれを破棄するものとする。ただし、なお保存の必要があると認めた文書については、さらに期間を定めて保存することができる。
２　保存期間中の文書であっても、その必要がないと認めたときは、前項の手続きを経て破棄することができる。
　別　表    　　　　　　　　文　書　保　存　区　分
	種　別
	保存年数
	所　　　属　　　文　　　書

	第１類
	 永　久
	外部諸団体への入会関係書類、役員名簿、定款の制定、
改廃関係書類、規約類、免許認可関係書類、登録・登記
関係書類、組合員名簿、組合員の加入脱退関係書類、職
員名簿、決算関係書類、事業報告書

	第２類
	 １０年
	職員の給料手当等関係書類、事業計画書、予算編成関係
書類、支出証憑書類、理事会議事録

	第３類
	 ５　年
	総会関係書類、委員会議事録、業務日誌、役員選挙関係
書類、規約・規程設定改廃関係書類、原票、伝票、預貯
金関係書類、配当関係書類、租税公課関係書類

	第４類
	 ３　年
	上記以外の会議関係書類、外部団体関係書類、統計調査
関係書類、押印簿、賃金台帳、労働組合関係書類、資金
調達運用関係書類、保険共済関係書類

	第５類
	 １　年
	受信簿、発信簿、決裁関係文書、図書台帳、事務所内管
理関係書類、慶弔関係書類


